


生産性向上のための設備投資などを行って、事業場内の最低賃金を一定額以上引き上げた場合、その設備

投資などの費用の一部を助成する制度です。支給対象者と支給要件、助成金は一定の条件があります。 

詳しくは WEB で確認！ 

 

 

使用者は、最低賃金の適用を受ける労働者の範囲およびこれらの労働者に係る最低賃金額、

算入しない賃金ならびに効力発生年月日を、常時作業場の見やすい場所に掲示するなどの方

法により周知する必要があります。（最低賃金法第８条） 

 

特定最低賃金の適用業種一覧 

特定最低賃金件名 日本標準産業分類（令和５年７月改定） 
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紡績業，化学繊維、 

織物、染色整理業 

E1112 化学繊維製造業 

 
 
 
 
 
 
 
 

左
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E1114 綿紡績業  

E1115 化学繊維紡績業 L7282 

E1116 毛紡績業  

E1119 その他の紡績業 

純
粋
持
株
会
社 

 
＊E1111 製糸業、E1113 炭素繊維製造業、E1117 ねん糸製造業(かさ高加工糸
を除く)及び E1118 かさ高加工糸製造業は除かれます。 

E112 織物業（ただし、E1125 細幅織物業を除く） 

E114 染色整理業 

繊維機械、 

金属加工機械製造業 

E263 
繊維機械製造業 
（ただし、工業用ミシン製造業、家庭用ミシン製造業、毛糸手編機械製造業(同附
属品製造業を含む）を除く) 〔 

E266 金属加工機械製造業 

電子デバイス、電子部

品、記録メディア、電

子回路、ユニット部

品、その他の電子部

品・デバイス・電子回

路、発電用・送電用・

配電用電気機械器具、

産業用電気機械器具、

電子応用装置、通信機

械器具・同関連機械器

具、映像・音響機械器

具製造業 

E281 電子デバイス製造業 管
理
す
る
全
子
会
社
を
通
じ
て
の
主
要
な
経
済
活
動
が
左
記
産
業

に
分
類
さ
れ
る
も
の
に
限
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E282 電子部品製造業 

E283 記録メディア製造業 

E284 電子回路製造業 

E285 ユニット部品製造業 

E289 その他の電子部品・デバイス・電子回路製造業 

E291 発電用・送電用・配電用電気機械器具製造業 

E292 産業用電気機械器具製造業 

E296 電子応用装置製造業 E110 

E260 

E280 

E290 

E300 

I560 

E301 通信機械器具・同関連機械器具製造業 

E302 映像・音響機械器具製造業 

百貨店，総合スーパー  

I561 

I562 

百貨店 

総合スーパーマーケット 
少なくとも、衣，食，住にわたる各種商品を小売していて、販売額比率が各々

10％以上 70％未満で従業者が常時５０人以上の事業所（店舗）は該当します。 
〕 

 

 

   使用者のみなさまへ 

 

 

 

 
 
 
 
          または 

         業務改善助成金コールセンターに確認  電話：０１２０－３６６－４４０（平日 9：00～17：00） 

賃金の引上げを支援します。 

業務改善助成金 

業務改善 

助成金 

賃金引上げにお悩みの方は、ふくい働き方改革推進支援センターにご相談ください。 

無料相談 

 

ふくい働き方改革推進支援センター 

〒918-8004 福井市西木田２丁目８番１号 

ＴＥＬ：０１２０－１４－４８６４ （平日 9：00～17：00） 


